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‚ 消費税転嫁対策窓口相談等事業
消費税率の二段階にわたる引上げや制度変更の円滑な実施のため、認定支援機関が開催す
る講習会にてテキスト等による周知などを行う。また講習会の講師等のための研修会を実施
する。

ƒ 高度化事業
中小企業が共同して経営基盤の強化や事業環境の改善を図るために組合等を設立して実施
する事業や、第三セクター、地方公共団体、商工会等が地域中小企業を支援するために実施
する事業に対して、事業計画について都道府県及び中小機構が診断・助言を行うとともに、
施設整備に必要な資金の一部を都道府県と中小機構が財源を出し合い長期・低利で融資す
る。
また、既に融資を実行した組合、組合員等に対しては、事業目的の達成や財務状況の改善
を支援するため、アドバイザー派遣等により、積極的な経営支援を図る。

„ 中心市街地商店街等活性化支援事業
中心市街地活性化の推進に当たり、その中心的な役割を果たすことが期待される中心市街
地活性化協議会における課題の検討、ネットワーク化の推進等について、中小機構に設置す
る中心市街地活性化協議会支援センターを中心とした支援を行う。また、中心市街地活性化
協議会等が行う中心市街地における商業活性化の取組を支援するため、中小機構における専
門的ノウハウを活用し、商業活性化に関する計画等の診断・サポートを行う。

^ 中小企業の経営環境の変化への対応の円滑化
中小企業再生支援事業
各都道府県の商工会議所等の認定支援機関に設置されている中小企業再生支援協議会を支援
するため、中小企業再生支援全国本部（以下「全国本部」という。）を設置している。
支援にあたっては、中小企業再生支援協議会による中小企業支援の拡大及び質の向上を図る
ため、中小企業再生支援全国本部における人員の拡充や中小企業再生支援協議会へ支援人材の
配置を行うなど支援体制の拡充に係る取組みを実施する。
加えて、中小企業再生支援協議会に設置した経営改善支援センター（以下、「支援センター」
という。）を通して経営改善計画策定支援事業を実施する。具体的には、中小企業・小規模事業
者が自ら経営改善計画を策定することが難しいため、公認会計士や税理士等の支援人材が同計
画の策定を支援していくことが求められており、当該経営改善計画の策定費用等について、支
援センターを通した補助を実施するとともに、支援センターにおける支援人材の確保と支援体
制の構築を支援する。
また、協議会における個別の中小企業再生案件に係るアドバイスや公認会計士等の専門家の
派遣等を行うほか、協議会及び支援センターの活動の分析や業務標準化、関係機関等のネット
ワーク構築等を実施することにより、協議会をサポートし、地域の中小企業の再生を総合的に
支援する。
その他、弁護士、公認会計士、税理士、中小企業診断士等の専門家に対し、再生支援のノウ
ハウ習得のための研修やセミナーを開催するほか、協議会の業務に携わる者に対する実践的な
研修を行う。

_ 東日本大震災からの復旧・復興に関する事業
東日本大震災により著しい被害を受けた中小企業等に対し、経営資源の確保等を支援するた
めの適切な措置を迅速に講じる。
具体的には、被災地域において、早期の事業活動再開を希望する複数の中小企業者等が入居
する仮設施設を整備する事業を実施する。

また、被災地域の地方公共団体・地域支援機関や被災中小企業等に対して専門家を派遣し、
地域経済の再生、まちづくりに向けた再建計画の策定や中小企業の事業再建等の支援を行う。
加えて、商談会等の開催等による販路開拓の支援など、機構の支援ツールを活用し、被災中
小企業等を支援するための事業を行う。
その他、東日本大震災により被害を受けた中小企業等を対象とする被災県の貸付事業への支
援の実施に加えて、二重債務問題への対応に当たっては、債権買取等を行う「産業復興機構」
への出資等を通じて、被災中小企業の支援を行う。
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破産手続開始及び免責許可申
立てに関する意見申述期間

次の破産事件について、以下のとおり破産手続
を開始した。破産財団に属する財産の所持者及び
破産者に対して債務を負担する者は、破産者にそ
の財産を交付し、又は弁済をしてはならない。

平成２５年（フ）第４７３０号
大阪市鶴見区茨田大宮４丁目34番16`405号
債務者 寺田 光子
１ 決定年月日時 平成25年10月25日午後５時
２ 主文 債務者について破産手続を開始する。
３ 破産管財人 弁護士 大江 晃弘
４ 財産状況報告集会・廃止意見聴取・計算報告
の期日 平成26年１月20日午後３時30分
５ 免責意見申述期間 平成26年１月６日まで

大阪地方裁判所第６民事部
平成２５年（フ）第４７５１号
大阪府箕面市如意谷２丁目７番40号
債務者 尾形 節
１ 決定年月日時 平成25年10月25日午後５時
２ 主文 債務者について破産手続を開始する。
３ 破産管財人 弁護士 嶋田 修一
４ 財産状況報告集会・廃止意見聴取・計算報告
の期日 平成26年１月16日午後３時
５ 免責意見申述期間 平成26年１月６日まで

大阪地方裁判所第６民事部
平成２５年（フ）第４７５５号
大阪府豊中市曽根西町３丁目７番31`201号
債務者 トータルクリーニング舞こと 川口
能一

１ 決定年月日時 平成25年10月25日午後５時
２ 主文 債務者について破産手続を開始する。
３ 破産管財人 弁護士 田中 大介
４ 財産状況報告集会・廃止意見聴取・計算報告
の期日 平成26年１月20日午後３時30分
５ 免責意見申述期間 平成26年１月６日まで

大阪地方裁判所第６民事部

平成２５年（フ）第４５２９号
兵庫県加古川市野口町北野632番地の１ エ
メラルドマンション東加古川806号
債務者 原 幸一
１ 決定年月日時 平成25年10月25日午後５時
２ 主文 債務者について破産手続を開始する。
３ 破産管財人 弁護士 池本 順子
４ 財産状況報告集会・廃止意見聴取・計算報告
の期日 平成26年１月20日午後３時
５ 免責意見申述期間 平成26年１月６日まで

大阪地方裁判所第６民事部
平成２５年（フ）第４７２７号
大阪府箕面市箕面４丁目９番６`116号
債務者 待鳥 良子
１ 決定年月日時 平成25年10月25日午後５時
２ 主文 債務者について破産手続を開始する。
３ 破産管財人 弁護士 高橋 俊之
４ 財産状況報告集会・廃止意見聴取・計算報告
の期日 平成26年１月20日午後３時30分
５ 免責意見申述期間 平成26年１月６日まで

大阪地方裁判所第６民事部
平成２５年（フ）第４７２８号
大阪府四條畷市岡山１丁目20番３号
債務者 田井 良水
１ 決定年月日時 平成25年10月25日午後５時
２ 主文 債務者について破産手続を開始する。

３ 破産管財人 弁護士 宮崎 慎吾
４ 財産状況報告集会・廃止意見聴取・計算報告
の期日 平成26年１月16日午後３時
５ 免責意見申述期間 平成26年１月６日まで

大阪地方裁判所第６民事部

Ë 中小企業支援人材向け研修
都道府県や地域支援機関の職員等に対し、中小企業の経営診断実習や中小企業の多種多
様な事例を活用した演習等に重点をおいた実践的な研修を実施する。
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